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 このページでは、２００８年度決算の全体像についてご説明いたします。

 まず、正味収入保険料につきましては、 ６，５３４億円となり、３５４億円の減収となりました。

 また、料率引き下げがあった自賠責保険を除くベースでは、正味収入保険料は対前比１３６億

円の減収となったものの、損害率は、対前比０．７ポイント低下し、 ６２．４％となりました。

 同様に、事業費率も対前比１．２ポイント改善し、 ３６．６％となり、収支残高は対前比１０８

億円増加し５４億円の黒字となりました。

 この結果、保険引受利益につきましても対前比１９４億円改善し５４億円となり、黒字を確保す

ることができました。

 一方、資産運用損益が大幅に悪化した結果、経常利益は２８億円の経常損失となりましたが、

当期純利益は、１０１億円となりました。

 連結ベースでは、３０億円の経常損失、当期純利益は９９億円となりました。

 なお、フローベースの修正利益につきましても、７０億円増加し１２６億円に、修正利益をベース

とした修正ＲＯＥも１．５ポイント上昇し２．６％となりました。
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 このページでは、２００８年度決算の増減要因のうち、保険引受関係の損益をご説明します。

 まず、正味収入保険料につきましては、自賠責保険が料率引き下げの影響等により２１８億円

減収したことに加え、景気低迷の長期化による自動車販売台数の落ち込みなどによる厳しい事

業環境が継続し、３５４億円の減収となりました。

 主力の自動車につきましては、台数、単価ともに減尐し６１億円の減収、火災保険はほぼ横ば

いとなっております。その他の種目では、賠償責任保険が好調でしたが、物流の減尐や円高によ

り海上保険が２５億円の減収、医療保険等の第三分野商品の新規個人契約の販売停止な

どにより、傷害保険が３４億円減収いたしました。

 一方、正味支払保険金は、１３５億円の減尐となりました。

 自動車保険は、対人および対物の事故発生件数が減尐したことなどから、 ８７億円減尐いた

しました。また、火災保険は、自然災害が引き続き低位に推移したことや大口案件の反動減も

あり、８億円減尐しております。一方、傷害保険が大口事案の増加により１１億円増加しまし

た。

 事業費につきましては、ＤＣ移行による影響などにより人件費は３７億円の減尐、物件費等は、

システム経費の減尐などにより１７億円の減尐、手数料は６７億円の減尐となりました。

 以上の結果、収支残高は９５億円減尐して１１７億円の損失となりましたが、自賠責を除いた

ベースでは、先ほど申し上げた通り、５４億円の黒字に回復いたしました。

 保険引受利益につきましても、支払備金や責任準備金の積増負担が軽減されたことにより、

５４億円の黒字となっております。
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 このページでは、保険引受以外の損益についてご説明します。

 まず、経常利益についてですが、保険引受利益は大きく増加しましたものの、資産運用損益に

おいて、有価証券評価損の拡大等で大幅に悪化したため、経常利益は１９６億円減尐して２８

億円の経常損失となりました。

 一方、特別損益において、価格変動準備金を戻し入れた結果、税引前当期純利益は２１億

円増加し１４６億円に、法人税等を差し引いた当期純利益は２２億円増加し、１０１億円とな

りました。

 次に主な連結子会社の状況ですが、まず、日本興亜生命につきましては、当期純利益は６億

円の損失となりましたが、今年度で標準責任準備金の積立が完了いたしました。

 また、そんぽ２４につきましては、前期より６億円ほど増益いたしましたが、当期も２７億円の損失

を計上しております。

 以上の結果、連結ベースの当期純利益は９億円増加して９９億円となりました。



 このページでは、保険引受以外の損益でご説明したことについて補足いたします。

 当期は有価証券評価損が３５９億円と前年度に比べ大幅に拡大いたしました。

 左上のスライドのとおり、国内株式が１８５億円、組み入れ資産の大部分が株式である国内外

の投信が合計で９５億円と、株価低迷による時価下落が主因であります。

 この結果、有価証券評価損を含むキャピタル損益等が２２０億円の損失となりました。

 一方で、当社は価格変動準備金の残高が２０６億円と一定規模の積み立てをしていたことで、

これらのキャピタル損失を相殺し、利益へのインパクトを小さくすることができました。この結果、保

険引受利益の大幅な改善と合わせ当期純利益は増益となりました。

 また、スライド下段は証券化商品等における当社のエクスポージャーです。

 当期の証券化商品の損失は、１．のＣＤＯで評価損２９億円、金融派生商品費用３６億円と

なり、合計６５億円を計上しておりますが、当社のこれらへのエクスポージャーは金額、投資内容

いずれも限定的と考えております。

 ４のその他の関連投資に記載した通り、金融保証、モノライン等は保有しておりませんし、 ５に記

載した通り、サブプライム関連のＣＤＯについても保有しておりませんので、これらからの損失はござ

いません。

 なお、当社の連結子会社につきましては、証券化商品等への投資はございません。
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 このページでは、前中計KAKUSHINの総括をさせていただきます。

 正味収入保険料については、景気の低迷、個人消費の冷え込みなど非常に厳しい事業環境

が継続し、加えて自賠責保険の料率引き下げが実施されるなど、規模の拡大には至っておりま

せん。

 こうした状況を踏まえ、中計最終年度において、保険引受での収益改善を最大のテーマとする

計画に見直しをいたしました。

 具体的には、アンダーライティング、事故予防の強化による保険金の適正化、調達コストの見直

しや業務プロセス改革を推進し事業費の改善を進めてまいりました。

 また、中計最終年度の後半では、米国サブプライム問題に端を発する金融危機や株価の低迷

など資産運用環境が急速に悪化いたしました。

 以上のような事業環境のもと、各施策を遂行した結果、中計期間中の主要数値は、スライドに

記載のとおり推移いたしました。
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 このページでは、前中計の重点取組についてご説明します。

 中計当初から支払保険金の増加、損害率の高止まり傾向が続いておりましたが、最終年度に

おいて、損害率の低位安定化に向けた取組みを一層強化した結果、分母である保険料が減

収する中、損害率は改善し、特に、自動車保険においては、１．５ポイント低下いたしました。

 事業費の適正化につきましては、中計期間中、着実な改善を続け、３年間でおよそ２４０億円

の改善となりました。

 以上のように、保険引受での収支改善を強力に推進した結果、自賠責を除く収支残高での黒

字化を達成できました。



 このページでは、２００９年度計画のベースとなる新中計の全体像につきまして、ご説明いたします。

 当社グループは、中長期的に、「保険ビジネスを核として、社会と環境にやさしい、安心と安全を提供す
る企業」を目指しております。

 このために、持続的な成長を続ける力強い企業体質を作り上げることが必要となります。

 具体的には、「社会への貢献」 、「質の向上」、「収益の向上」を３つの柱に計画を推進してまいります。

 「社会への貢献」として、保険事業を通じた取組み、および保険事業との親和性の高い新規事業へ進
出するなど、地球環境に貢献するとともに、収益貢献を実現し、環境と経営の両立を目指します。

 たとえば、エコ安全ドライブは、地球環境にやさしいことはもちろん、事故予防に有効であり保険会社の収
益に貢献する効果もあります。

 「質の向上」では、お客様の声を起点にあらゆる業務プロセスにおいて品質を向上させ、お客様から選ば
れる保険会社となり、強固な顧客基盤の構築につなげてまいります。

 なかでも、募集人の資質を向上させ、リスクマネジメントに基づく商品販売を実践し、保険事故に遭われ
たお客様には、２４時間、３６５日高品質な事故対応を提供してまいります。

 ３つ目の「収益の向上」ですが、前中計から収益重視の施策を積極的に展開した結果、社内および代
理店にも収支マインドは着実に浸透してきたところであります。新中計においても、この考えを徹底してい
きます。

 特に、アンダーライティングの強化・事故予防の取組みによる保険金の適正化は継続して実施します。ロ
スの悪い代理店や契約の対象を拡大し、適正引受をさらに徹底・強化していくつもりです。

 事業費についても、品質向上のための費用支出を吸収するべく、抜本的に業務プロセスを改善し効率
化を進め、調達コストも見直してまいります。

 また、収益を商品・チャネル等の切り口で精緻に分析し、有効な改善策を策定し、早期に実践していくこ
とで、事業ユニット単位に収益改善を図ってまいります。

日本興亜損害保険 10



 このページでは、２００９年度の数値計画につきまして、ご説明いたします。

 単体のトップラインは、引き続き厳しい事業環境が想定され、自賠責を除くベースでも減収を見

込んでおります。

 しかし、自賠責を除く損害率は、支払保険金の減尐を見込んでおり、前年度に比べ、０．５ポイ

ント低下し、６１．９％としています。

 事業費に関しましては、ベースコストの削減に引き続き取り組むものの、システム投資や品質向

上に向けた各種お客様対応など、一定規模の支出が見込まれ、自賠責を除く事業費率は前

年度より１．１％悪化し、３７．７％としています。

 この結果、自賠責を除く収支残高は、前年度に比べ２９億円減尐し２５億円に、保険引受利

益は支払保険金の減尐効果が責任準備金の積増負担の増加で一定吸収される結果、９４

億円減尐し、４０億円の損失となる見込みです。

 一方、資産運用損益では、評価損負担の大幅な減尐等から、経常利益は２４８億円増加し

、２２０億円に、当期純利益は単体および連結いずれも１３０億円を計画しております。

 なお、キャピタルゲインを加味しないフローベースの修正利益は、単体で１７０億円、修正ＲＯＥ

は３．４％に、同様に連結修正利益は２２０億円、連結修正ＲＯＥは３．６％を計画しておりま

す。
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 このページでは、生命保険事業についてご説明いたします。

 生命保険事業は、スライド下段の個人保険保有契約高の推移をご覧の通り、順調に業容を

拡大しており、２００９年度においても規模の拡大を計画しております。

 ＥＶ（イー・ブイ）も増加を続けており、修正ＥＶ増加額はおよそ５５億円を見込んでおります。これ

は、連結修正利益の約２５％となります。
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 このページでは、そんぽ２４についてご説明いたします。

 そんぽ２４は、独自のビジネスモデルである媒介代理店を通じて自動車保険を販売しています。

この自動車保険は、事故の際に日本興亜損保の充実した全国ネットワークと連携して対応する

など、お客様に高品質なサービスをご提供しています。

 また、このビジネスモデルは金融機関にも最適であると考えており、 積極的にご提案しておりま

す。すでに委託金融機関も４０社を超え、さらに拡大させるべく取り組みを進めています。

 生命保険会社や一般の代理店など、他のチャネルも含め今後も着実に収入保険料規模を拡

大させ、あわせて業務プロセスの抜本的な見直しによる事業費圧縮を実行し、２０１０年度には

単年度黒字を計画しております。
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 このページでは、独立系を生かした当社の多様な提携戦略についてご説明します。

 当社は特定の金融グループに属さない独立系損保であり、複数の大手生命保険会社、ならび

に多数の金融機関との提携を実現し、損害保険商品の供給を行っています。

 また、当社はチューリッヒ保険と国内企業保険分野を対象とした業務提携について、現在、詳

細な内容を協議しているところであります。詳細内容の協議が整い次第、公表させていただく予

定であります。
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 このページでは、販売網戦略についてご説明します。

 収益力の向上のためには、販売網の質を向上させ、アンダーライティングの強化およびリスクチェッ

クサービスを活用したコンサルティング力の向上を実現するとともに、さらなる効率化を推進する必

要があります。

 販売力に優れ収益力の高い良質な代理店を創出することで、強固な販売網を構築していきま

す。



 このページでは、資産運用戦略についてご説明いたします。

 不安定な金融市場の動向を十分に見極め、従来通り、リスク管理に留意し、健全・堅実な運

用方針を維持してまいります。同時に、安定した運用収益を獲得するべく、ポートフォリオの改善

にも取り組んでまいります。

 積立勘定は、予定利率確保を最優先に、ＡＬＭ（エイ・エル・エム）を徹底し、金利変動リスクの

抑制を図っています。

 一般勘定のポートフォリオの最優先課題は、政策株式の圧縮です。価格変動リスクの抑制とい

う観点から削減を進めています。２０１２年度までに簿価ベースで１，０００億円の削減を目指し

ます。２００９年度は簿価２００億円の削減を計画しています。

 この売却資金は、流動性確保の観点から、債券等に投資しております。債券運用では、比較

的高いリターンが期待できるヘッジ付き外債などにシフトするなど工夫をして運用を行なっていき

ます。

 オルタナティブ投資につきましては引き続き金融マーケットの不透明感が続くなか、市場が安定し

リスク許容度が出てきた場合に限り、将来の運用収益獲得のため、またリスク分散を目的として

限定的に実施していく予定です。
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 このページでは、商品・サービス戦略についてご説明いたします。

 「収益の向上」と「商品品質の向上」を目指した各種施策を実施していきます。

 収益最大化のための価格設定を行い、アンダーライティングの強化を図っていきます。

 また、商品・特約の統廃合や、約款の平易化・明確化を通じて、シンプルでわかりやすい商品を

提供していきます。

 お客様向けには、「リスクコンサルティングサービスメニューの充実」により、収益改善とサービスの

質的向上を図ります。
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 このページでは、株主還元についてご説明します。

 当社は、株主資本の健全性を確保しつつ、利益水準、株価動向などを総合的に勘案し、株

主還元を実施しております。

 現金配当は安定配当の継続を基本としており、フローである利益水準の向上を実現し、増配の

原資といたします。２００８年度におきましては、保険引受利益の改善、業績等を勘案し、０．５

円増配し、８円の配当を予定しております。

 同時に、自己株の買入を機動的に実施しております。２００８年度においても、１０００万株の自

己株買入れを実施いたしました。
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 当社は、経営態勢もひとつの品質と捉え、コーポレート・ガバナンス態勢を整備・強化しておりま

す。

 当社は、経営責任の明確化、透明性の高い経営、株主の皆様との利益共有などを基本とし、

態勢整備に向けて様々な制度を導入してまいりました。

 社外取締役を４名置くなど、経営の監視機能を確保しております。

 当社は、今後とも様々な観点からガバナンス態勢強化に向けた取組みを実践していく所存であ

ります。
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 このページでは、損保ジャパン社との経営統合につきまして、ご説明いたします。

 ２００９年３月に両社は共同持株会社を設立し経営統合することで基本合意いたしました。

 両社１２０年に及ぶ歴史の中で培ってきた強みを１つのグループとして共有し、「お客様に最高品

質の安心とサービスをご提供し、社会に貢献できる新たなソリューション・サービスグループを創設

する」ことを基本理念としております。

 本経営統合は、独立系である当社が持つ幅広い顧客基盤、提携先等の優位性をもっとも生

かし、早期に最大のシナジー効果が創出できる選択であると考えております。

 新グループは、成長分野へ最適な経営資源を配分し、グループ内の業務効率化を推進し、株

主価値の最大化を図り、適正、かつ、持続的な株主還元を実現することを目指します。

 今後のスケジュールですが、７月中をめどに株式移転比率、新グループの事業計画などを公表

させていただきます。

 その後、株主の皆様のご承認、関係当局の認可等を前提といたしますが、２０１０年４月に新グ

ループをスタートさせたいと考えております。
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